
 

ルーマニア月報 
 

 

 

- 1 - 

 

２０２０年１月号 

本月報はルーマニアの報道をもとに，日本大使館が

とりまとめたものです。 

令和２年２月１４日 

ルーマニア大使館作成 

 

Embassy of Japan in Romania 

http://www.ro.emb-japan.go.jp 

 

主要ニュース 

【内政】 ●オルバン内閣が，地方首長（市町村長）選挙における二回投票方式の導入を図る選挙法改正案を，政

府が責任を負う法案として提出。これに対し，ＰＳＤが内閣不信任決議案を提出した。 

●内閣不信任決議案が可決されれば，ヨハニス大統領の希望する早期選挙への道が開ける。不信任決議

が否決されれば，地方首長選挙の方式が改正される。 

【外政】 ●ヨハニス大統領は，年頭外交方針演説を行い，日本との戦略的パートナーシップの実現への期待等に

つき述べた。 

●１月３１日の英国のＥＵ離脱に際し，４３．５万人の在英ルーマニア人が在留申請を行った。 

【経済】 ●２０２０年１月１０日の時点での欧州基金（２０１４～２０２０年）執行率は３６％（約１１０億４，

５３８万ユーロ）で，ＥＵ２８か国平均の３９％執行率を下回った。 

●２０１９年１２月のインフレ率は４．０％と発表された。統一消費者物価指数（HICP）に基づく年率

は３．９％であった。 

●２０１９年１２月末の財政収支は約４８３億２０万レイ（対ＧＤＰ比で４．６４％赤字）であった。 

内政 

■ 地方首長選挙の二回投票方式の導入を図る「政府

信任法案」の提出 

・１６日，オルバン首相は，地方首長選挙における二

回投票方式の導入（法律第１１５／２０１５号の修正

法案）を，「政府が責任を持つ法案」（「政府信任法

案」）として提出することを閣議で決定したことを明

らかにした。「政府信任法案」は，３日以内に内閣不

信任決議案が提出されない限り，自動的に可決された

とみなされる法案。首相は，二回投票方式は，５１％

以上の票を獲得した候補者を首長とすることになるこ

とから，首長の正統性を高めるものとなる，と説明し

た。 

・チョラクＰＳＤ暫定党首（下院議長）は，１月１６

日，ＰＳＤが，ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ）と

共に内閣不信任決議案を提出する意向を表明した。市

町村長選挙における二回投票方式の導入は，現職の地

方首長を数多く抱えるＰＳＤにとって，不利に働くと

みられている。 

・チョラク暫定党首は，内閣不信任決議案は可決され

る見通しであるとしつつ，党の目標は，内閣不信任決

議案の可決のみであり，議会選挙の早期実施（早期選

挙）は無い，と述べた。また，不信任決議が可決され

た場合，ＰＳＤは議会において新たな多数派を形成す

る能力を示すだろう，ＰＳＤは，ＰＳＤ党外の首相候

補を推薦するだろう，と述べた。ヨハニス大統領は，

二回投票方式は，首長を選出する正しいやり方であり，

是非推進すべきとして，内閣を支持する考えを示した。 

・２０日，ヨハニス大統領は，議会に対し，１月２７-

３１日の期間，特別会期を招集するように要請した。 

・２９日，議会特別会において，オルバン内閣は，地

方首長（市町村長）選挙における二回投票方式の導入

を図る選挙法改正案を「政府が責任を負う法案」（「政

府信任法案」）として提出した。 

 

■ 内閣不信任決議案の提出 

・地方首長選挙の二回投票方式の導入を巡る「政府信

任法案」の提出を受け，３０日，ＰＳＤは，オルバン

内閣に対する内閣不信任決議案を議会に提出した。「オ

ルバン内閣と国民自由党（ＰＮＬ）が，ルーマニアの
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民主主義を我が物にする」と題された内閣不信任決議

案には，ＰＳＤとハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ）

の２０８名の議員が署名を行った。内閣不信任決議案

は，地方選挙（本年６月を予定）を目前にした時期に，

選挙のシステムを変更しようとしていること，また，

議会での審議を経ることなく一方的に政府が責任を負

う形で選挙システムを変更しようとしていることを，

批判している。 

・内閣不信任決議案が否決された場合，法案は自動的

に可決されたとみなされ，したがって，二回投票方式

を認める選挙法の改正法案は成立する。他方，内閣不

信任決議案が可決された場合，オルバン現内閣は退陣

する。ヨハニス大統領は，年初から早期選挙への意欲

を示しているところ，本件内閣不信任決議案がその道

を開く可能性がある。 

 

■ 特別年金の一部廃止 

・２９日，下院は，軍人と警察官を除く特別年金の廃

止をする法案を賛成２４７票，反対２１票で可決した。 

特別年金の廃止がなされる対象者は，特別年金を受給

する人の４％に過ぎない。 

 

■ 早期選挙 

・１０日，オルバン首相は，ヨハニス大統領との協議

後，ヨハニス大統領と早期選挙の実施がルーマニアに

とって最善の解決であることを確認した，と述べた。 

・１０日，チョラク下院議長は，ルーマニアには政治

的危機がないので，早期選挙を実施する意味がない，

と述べた。 

・１５日，ヨハニス大統領は，最近の世論調査の結果

からもルーマニアは変化を必要としており，このため

に早期選挙の実施を支持するとの発言を行った。 

・２８日，トゥルカン副党首は，インタビューの中で，

早期議会選挙と地方選挙は，６月２８日頃に実施され

る可能性につき言及した。 

 

■ その他 

・２１日，プレドイウ法務大臣は，新検事総長に，ガ

ブリエラ・スクテア氏を，国家汚職対策局（ＤＮＡ）

の首席検事にクリン・ボロガ氏を，組織犯罪・テロ対

策総局（ＤＩＩＣＯＴ）長官に，ジョルジアナ・ホス

氏を推薦する，と述べた。今後法務大臣の推薦は，司

法最高評議会（ＣＳＭ）に提出される。 

・２２日，憲法裁判所は，メレシュカーヌ上院議長を

選出した選挙が違憲であったとする自由民主主義同盟

（ＡＬＤＥ），ＰＮＬ，国民運動党（ＰＭＰ），ＵＤ

ＭＲによる訴えを認める見解を示した。 

メレシュカーヌ上院議長は，ＡＬＤＥ所属なのにＡＬ

ＤＥからは推薦されず，ＰＳＤ党首から推薦されたこ

とが問題となっていた。 

 

外政 

■ 主な要人往来 

・７－９日，オルバン首相，アウレスク外務大臣らは，

ブリュッセルを訪問し，フォン・デア・ライエン欧州

委員会委員長やストルテンベルグＮＡＴＯ事務総長ら

と会談を行った。オルバン首相は，英国のＥＵ離脱問

題に関するバルニエＥＵ側首席交渉官と会談を行い，

市民の権利の保護の重要性等につき協議した。 

・２３日，ヨハニス大統領は，イスラエルのエルサレ

ムで開催された，ホロコースト追悼のための第五回世

界ホロコーストフォーラムに出席した。 

・２７日，オルバン首相は，ポーランドのオフィシエ

ンチムで開催されたアウシュビッツ・ビルケナウ強制

収容所開放７５周年追悼式典に出席した。 

・２７－２８日，チウカ国防大臣はポルトガルを訪問

し，同国のCravinho国防大臣らと会談を行った。 

 

■ ＥＵ関連 

・１６日，ヨハニス大統領は，外交団の年次会合にお

いて，全ＥＵ加盟国との誠実かつ開放的パートナーシ

ップに基づき，より強固な，より結束したＥＵに向け，

欧州レベルの事業の強化・改善に貢献していく意思を

表明した。 

・３０日，ムレシャン欧州議員は，欧州「グリーン・

ディール」のためのラポルトゥールに欧州議会から選

出されたことが発表された。 

・英国のＥＵ離脱に伴い，７３の欧州議会英国議席の

うち，２７議席は他のメンバー国に再配分され，４６

議席は将来の新規加盟国に配分される。これにより，

ルーマニアは新たに１議席を確保することとなり，ヴ
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ィクトル・ネグレスク氏（元欧州問題担当大臣，社会

民主党（ＰＳＤ））が新たな欧州議員となった。 

 

■ 英国ＥＵ離脱関連 

・アウレスク外務大臣は，英国のＥＵ離脱後の英国在

住ルーマニア人につき，ルーマニア政府の立場として，

「残念ながら，英国は２０２０年１月３１日にＥＵを

離脱する。その後は，特にルーマニアにとっては，市

民の権利の分野における離脱協定の実施に努力を傾け

ることになる。我々の将来のパートナーシップは，貿

易，防衛，安全保障，教育，研究，移動性という広い

分野をカバーすべきだと考えているが，この交渉の中

で，特に我々は，完全な相互性と無差別の原則，また，

全てのＥＵ市民に公平な扱いを確保するという点に，

特別な注意を払う。」と述べた。また，在英ルーマニ

ア人は，ＥＵ離脱後に関し，何も恐れることはない，

と述べた。 

・１月３１日の英国のＥＵ離脱に際し，４３．５７万

人の在英ルーマニア人が引き続き英国に在留するため

の申請を行った。５１．２３万人が申請したポーラン

ドに次いで，二番目に多い申請数となった。 

 

■ 中国関連 

・１８日，オルバン首相は，メディアのインタビュー

において，チェルナヴォダ原子力発電所第３・４号基

建設に関し，「中国企業とのペートナーシップが進ま

ないのは明らかである」と発言し，ルーマニア政府は，

このプロジェクトの新たなパートナー並びに資金拠出

先を既に探し始めている，と述べた。 

 

■ 米国関連 

・２９日，ザッカーマン駐ルーマニア米国大使は，ル

ーマニアでは過去４年，物事は間違った方向に進んで

きた，米国はルーマニア人への査証免除をすぐには行

うことはないだろう，と述べ，次の５－１０年以内で

の実現可能性も明示できない，と述べた。 

 

■ 中東関連 

・７日，ルーマニア国防省は，中東情勢の緊張の高ま

りを背景に，イラクにおいてイラク軍の指導業務に従

事するルーマニア軍兵士の活動を一時停止することを

決定した。１４名のルーマニア兵士は，同盟国の他の

基地に一時的に移動した。 

 

■ 軍事・安全保障関係 

・７日，チウカ国防大臣及びペトレスク統合参謀長は，

コガルニチャーヌ軍事基地において，Hyte米軍副参謀

長と面会し，二国間戦略的パートナーシップや，ＮＡ

ＴＯや二国間レベルにおける軍事協力，黒海地域にお

ける安全保障情勢等につき意見交換を行った。 

・１２日，アフガニスタンでＮＡＴＯの公安・安全保

障関係の支援ミッションに携わっていた１４名の治安

警察（ジャンダルメリエ）の警察官が，約６ヶ月間の

ミッションを終えてルーマニアに帰国した。 

・２０日，ＮＡＴＯのＳＮＭＣＭＧ－２（Standing NATO 

Mine Counter Measures Group）に初めて参加するルー

マニア海軍コンスタンティン・バレスク機雷敷設艦の

出発式が，コンスタンツァ港で行われた。 

・２０－２３日，トルコ空軍のKucukakyuz司令官がル

ーマニアを公式訪問した。 

 

経済 

■ 公共政策 

【子ども手当】 

・１５日，ヨハニス大統領は，子ども手当倍増を規定

する法を公布した。 

・１６日，政府は，子ども手当倍増を規定する法の発

効を８月１日まで延期する政府緊急政令案を提出した。

オルバン首相は，子ども手当倍増を規定する法の発効

は，今年度予算の第１回目の修正時まで延期される予

定だ，と述べた。 

・２０日，オルバン首相は，子ども手当増額の可能性

は，経済成長並びにあらゆる可能な資金源を確保でき

るかどうかにかかっており，予算の財政赤字に影響を

及ぼしてはならない，と述べた。 

【緊急政令第１１４号の修正】 

・６日，２０１８年１２月に当時のＰＳＤ政権により

発出された緊急政令第１１４号の内容の修正を含む緊
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急政令が現内閣の緊急政令として発出された。緊急政

令第１１４号は，一部では貪欲税ともよばれ，銀行，

エネルギー，通信企業に対する新税を導入することを

主な目的としたものであり，その修正については，２

０２０年度予算案等と同時に政府信任法案として議会

に提出されていた。新しい緊急政令の内容は，銀行資

産に対する課税の取りやめ，２０２０年６月以降，天

然ガス価格の上限（６８レイ／ＭＷＨ）の排除，通信

企業への新たな課税を排除，国家発展投資基金の廃止

等。 

【その他】 

・欧州基金省によると，２０１９年１月１０日の時点

での欧州基金（２０１４～２０２０年）執行率は３６％

（約１１０億４，５３８万ユーロ）であった（ＥＵ２

８か国平均は３９％）。 

 

■ 財政政策 

・３０日，公共財務省は，２０１９年１２月末のルー

マニアの財政収支は約４８３億２０万レイ，対ＧＤＰ

比で４．６４％の赤字であったと発表。（昨年同期の財

政収支は約２７３億３，６３０万レイ，対ＧＤＰ比で

２．８８％の赤字。） 

 

■ 産業界の動向 

・９日，ルーマニア自動車販売市場における２０１９

年のマツダの販売実績は，2,781台（前年比２３％増）

で，7年連続二桁成長であったと報じられた。 

 

■ 金融等 

・８日，ＢＮＲは，政策金利を年率２．５％，中銀貸

出金利を３．５％，中銀預入金利を１． ５％で据え置

くことを決定。 

・３日，１２月末の外貨準備高は３２９億２，６００

万ユーロ（１１月末の３３８億１，７００万ユーロか

ら減少），金準備高は１０３．６トンで不変。(ＢＮＲ) 

・１３日，２０１９年１１月末の経常収支等について

次のとおり発表。 

（１） 経常収支は９９億２，４００万ユーロの赤字。

なお，２０１８年１１月末には８２億５００万ユーロ

の赤字であった。 

（２）外国直接投資 (ＦＤＩ) は，５１億４，５００

万ユーロ。なお２０１８年１１月末には５０億１，７

００万ユーロであった。 

（３）中長期対外債務は，２０１８年末から６．９％

増加し，７２９億７，１００万ユーロ (対外債務全体

の６８．１％) 。 

（４）短期対外債務は，２０１８年末か８．２％増加

して， ３４１億３，２００万ユーロ (対外債務全体

の３１．９％)。(ＢＮＲ) 

 

■ 労働・年金関連 

・９日，２０１９年１１月末失業率は４．０％(季節調

整後) と発表された。先月から不変。（ＩＮＳ） 

・２０１９年１１月の平均給与(グロス)は，５，１９

６レイ(約１，０８９ユーロ)で，対前月比で４９レイ

（＋１．０％））増加し，平均給与(手取り) は３，１

７９レイ (約６６７ユーロ) で，対前月比で６３レイ

（＋２．０％）増加した。なお，平均給与(手取り)が

最も高かった業種は，プログラミング，コンサルティ

ング及び関連活動分野（７，６１０レイ，約１，５９

５ユーロ)で，最も低かった業種は衣服製造業(１，８

０３レイ，約３７８ユーロ)であった。 (為替レートは

１ユーロ＝４．７７レイ) (ＩＮＳ，１３日) 

・２９日，国家雇用庁（ＡＮＯＦＭ）は，２０１９年

１２月の失業率は２．９７％となったと発表（前月比

０．０１％減，昨年同期比０．３４％減）。 

・３０日，ＩＮＳは，２０１９年１２月末の失業率は

１１月から０．１％減少し，３．９％(季節調整後) と

発表。（ＩＮＳ） 

 

■ 格付（２０２０年１月１０日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 

 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（安定的） 

     

ＪＣＲ 外貨建長期     ＢＢＢ  (安定的） 
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自国通貨建長期  ＢＢＢ+ （安定的） 

（内はアウトルック） 

 

■ マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季

節調整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

【１１月分統計】 

（１）鉱工業 

 １０月 １１月 

工業生産高  ▲７．７％ ▲７．７％ 

工業売上高(名目)  ３．３％ １．２％ 

工業製品物価指数 ２．３％ ３．４％ 

新規工業受注高(名

目)  
▲０．７％ ▲１．１％ 

工業売上高（名目）が減速 

 

（２）販売 

 １０月 １１月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除

く)  

６．４％ ６．２％ 

自動車・バイク売上高 １１．５％ ８．０％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．４％ 

EU２８か国 

１．９％ 

ユーロ圏 

２．２％ 

EU２８か国 

１．９％ 

自動車・バイク売上高が減速。 

なお，１１月の小売業売上高（ユーロスタット）対

前年同月比では，ハンガリー (＋７．３％)が最も増加

し，次いでルーマニア(＋６．５％)及ポーランド（＋

５．９％）。 

 

（３）その他 

建設工事 １０月  １１月 

３０．１％ ２９．２％ 

 

（４）輸出入 

輸 １０月 １１月 

出 €６３億３，０９０万 

（▲０．０１％) 

€５９億９，８８０万 

（１．０％) 

RON３００億７,０３

０万 

(１．８％） 

RON２８５億９，２７０

万 

(３．３％） 

輸

入 

€８２億９，８３０万 

（０．９％) 

€７４億８,９７０万 

（▲０．０１％) 

RON３９４億１，００

０万 

(２．８％） 

RON３５６億９,７１０

万 

(２．１％） 

  

【１月～１１月分統計】 

（１）鉱工業 

 １０月 １１月 

工業生産高  ▲２．８％ ▲３．３％ 

工業売上高(名目)  ５．５％ ５．０％ 

新規工業受注高(名

目)  

４．７％ ４．１％ 

 

（２）販売 

 １０月 １１月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除

く)  

７．１％ ７．０％ 

自動車・バイク売上

高 

８．１％ ８．１％ 

 

（３）その他 

建設工事  １０月 １１月 

２２．９％ ２３．６％ 

 

（４）輸出入 

輸

出 

１０月 １１月 

€５８１億７，８４０万 

(１．７％) 

€６４１億７,８２０万 

(１．７％) 

RON２,７５７億５，１２

０万 

(３．６％） 

RON３，０４３億４，９

００万 

(３．６％） 
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輸

入 

€７２２億１６０万 

（４．６％） 

€７９６億８，９００万 

（４．１％） 

RON３,４２１億９，７３

０万 

(６．６％） 

RON３，７７８億８，３

５０万 

(６．１％） 

貿

易

収

支 

▲€１４０億２,３２０

万 

▲€１５５億１,０８０

万 

▲RON６６４億４，６１

０万 

▲RON７３５億３，４５

０万 

 

【１１月分統計】 

・消費者物価指数  

 １１月 １２月 

全体 ３．７７％ ４．０４％ 

食料品価格 ４．９０％ ５．０８％ 

非食料品価格 ２．８３％ ３．３１％ 

サービス価格 ４．１９％ ４．１６％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．０％ 

EU２８か国 

１．３％ 

ユーロ圏 

１．３％ 

EU２８か国 

１．６％ 

１２月の消費者物価指数（ユーロスタット）対前年同

月比では，ポルトガル（０．４％）、イタリア（０．５％）

及びキプロス（０．７％）が最も低い。 

 

■ その他統計 

・２０１９年第３四半期のＧＤＰは対前期比で＋０．

５％増加した。同時期のＧＤＰ成長率は対前年同期比

で＋３．０％（季節調整前），＋３．２％（季節調整後）

であった。２０１９年 1～９月末のＧＤＰ成長率は対

前年同期比で＋４．０％（季節調整前），＋４．１％（季

節調整後）であった。（ＩＮＳ，１４日) 

・２０１９年１２月のインフレ率は４．０％であった。

統一消費者物価指数（HICP）に基づく年率は３．９％

であった。（ＩＮＳ，１４日) 

・１７日，ＥＵ２８か国の１２月末のインフレ率は１．

６％であり，前月比０．３％増となった。２０１８年

１２月の１．６％から不変。ＥＵ２８カ国で最も高い

水準はハンガリー（４．１％），ルーマニア（４．０％），

チェコ及びスロバキア（３．２％）であった。（ユーロ

スタット) 

 

その他 

■ 中国・武漢で発生したコロナウイルス関連 

・２１日，ルーマニア外務省は，中国湖北省武漢にお

けるコロナウイルスの発生を踏まえ，同地域への旅行

を自粛するよう呼びかけた。 

・２３日，中国における演奏旅行から帰国した２３人

のティミショアラのバナト交響楽団の音楽家らが，コ

ロナウイルスに感染していないか調べるために経過観

察に置かれた。 

・３０日，アラファト緊急事態総局長官は，武漢在住

の２名のルーマニア人を，フランスが派遣する飛行機

で帰国させる予定であることを明らかにした。 

 

我が国との関係 

・１６日，ヨハニス大統領は，当地駐在の外交団を大

統領宮殿に招き，恒例の年頭外交方針演説を行った。

その中で，日本とは，適切な戦略的パートナーシップ

を構築し，２０１８年の安倍総理大臣訪問の成果を確

固たるものとしたい，また，この目標が両国の政治外

交関係１００周年に実現することを期待している，と

述べた。 

 


